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政治的判断形成のための社会科地理授業
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要約: 本小稿の目的は，社会科地理授業改革の方向性や可能性について検討することで

ある。地理授業の学習領域をめぐり，地域理解の学習，地域社会認識の学習，地域社会形

成の学習という三つの選択肢が考えられる。社会科の地理授業においては，その学習領

域を地域理解の学習に留めず，地域社会認識の学習や地域社会形成の学習にまで拡げる

ことが重要である。「国家・社会の形成者」の育成に向け，無批判的政治的判断教化の地

理授業ではなく，批判的政治的判断形成の地理授業が求められるからである。地域社会

認識の学習による批判的判断の間接的形成に限らず，地域社会形成の学習による批判的

判断の直接的形成も，地理授業において必要であるし，可能である。
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I はじめに

地理授業は現状のままでよいのだろうか。「民主的，平和的な国家・社会の形成者」を育成してい

くための社会科の授業として，どこまでを地理授業は担わなければならないのだろうか。また，そこ

までを担いうる地理授業は，どのようにして可能となるのであろうか。

近年，中学校の地理授業は，変化したといわれる。確かに，以前よりも，課題解決的な学習展開の

授業が多くなったし，学習者のさまざまな活動も重視されるようになった。その契機となったもの

は，1998年の中学校学習指導要領改訂である。この第７次改訂において地理的分野は再編され（岩

田［2000：38-39］，永田［2001：15］，服部［2001：4］，他，参照），「地域的特色をとらえるための

視点や方法」を段階的に学ばせつつ自国土の理解へと収斂させていくかたちに改められた。これが契

機となり，地理授業では学習者の知識習得の過程を内容そのものの筋みちではなく，内容の追究の筋

みちに従ったものにすることが狙われるようになった。

とはいえ，地理授業は抜本的に変わったとまではいえない。地理的分野の学習指導要領でも「地域

的特色」という文言が多用されていたり，自国の国土の地域的特色を理解する自国土理解が結局は目

指されていたりし，実際の地理授業では殆どの場合，既存の地域そのものを知る学習をこえることな

く，その枠内で授業改善が目指されている。地域について何を学ばせるかという実質的な中身の改

変がすすめられているわけではない。たとえ地歴公の三分野制を維持するとしても，地理授業をこ

れまでの通りに地域そのものの学習に留めておいてもよいのであろうか。「国家・社会の形成者」の

育成に向けた社会科の地理授業では，どこまでを学習領域としなければならないのだろうか。また，

これまでよりも学習領域を拡げるとすれば，どのようにすればよいのだろうか。

本小稿では，地理授業改革の方向性や可能性を探るべく，社会科としての地理授業の役割と構成に

ついて考察したい。地理授業の射程範囲を探るとともに，それに応えるために必要なことを明らかに

し，地理授業の在り方を問いなおすことにしよう。
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〈地域社会形成〉地域の社会の新たな形成をめぐる吟味判断 (地域の社会をつくる)

〈地域社会認識〉地域の現状をうみだしている社会の認識 (地域の社会をわかる)　

〈地域理解〉地域の現状の理解 (地域を知る)　　　　　　　　　　　　　　　　　

図 1 地理授業の学習領域－三つの選択肢

II 地理授業の射程

社会科の地理授業において地域について取り扱うとしても，どこまで学習をすすめる必要がある

のだろうか。社会科地理授業の射程について先ずは考察してみよう。

1 三つの選択肢

教科の領域における地理授業の学習領域として，図１のように三つの選択肢が考えられるだろう。

第一の選択肢は，地域の現状を理解する地域理解の学習に留めるというものである。地域を知る

学習といえるだろう。第二の選択肢は，地域の現状をうみだしている社会を認識する地域社会認識

の学習まですすめるというものである。地域の社会をわかる学習といえるだろう。第三の選択肢は，

さらに地域の社会の新たな形成について吟味判断する地域社会形成の学習を可能にするというもの

である。社会の形成の学習といっても意思形成を行うものであるが，地域の社会をつくる学習と呼べ

るだろう。

地域理解の学習，地域社会認識の学習，地域社会形成の学習は，図１の通り，前者を後者が包含す

る関係にある。第一の選択肢から第二の選択肢，第二の選択肢から第三の選択肢へと移行するにつれ

て，地理授業の学習領域は拡がっていく。

各々について概略し，地理授業は三つのなかのどこまでを最終的に学習領域とする必要があるの

かを考えてみよう。

2 第一の選択肢：地域理解の学習

第一の選択肢である地域理解の学習は，地域の現状を環境条件と人間活動の関係や地域内・地域間

の空間的関係などに着目してとらえることである (服部 [2001:4],他,参照)。地域をさまざまな自然・

人文事象から総合的に扱う地誌学習も，特定の事象から分析的に扱う系統地理学習も，既に在る地域

そのものを学ぶ地域理解の学習であるといえる（服部［2002：6-10］，他）。

例えば，甲府を対象地域とする場合，その位置・範域や盆地などの地形，市域の構成，甲府駅南側

地区の歴史的背景と機能集積，甲府市の北部・西部ですすんだ宅地化および南部ですすんだ工業化・

市街化，果樹園がある東部での近年の動向，山林が多い最北部の甲府市街地にとっての意味，近郊へ
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の都市域の拡大や都市機能の拡散と中央部の再活性化の取り組みなどを取りあげる。そして，城下町

としての歴史を基盤にし旧市街を中核にまとまりをもって発展してきたとともに中央部の再活性化

につとめる甲府という地域像を理解する。環境－人間関係や空間的関係という枠組のなかで対象地

域について扱い，その現状を理解することが，地域理解の学習である。

この地域理解の学習は，地人相関論的また空間関係論的な地域的見方・考え方（永田［2002］，他，

参照）という地理特有の見方考え方に基づいて地域について取り扱う。そこでは地域はまとまりを

もって既に存在しているものととらえられ，そのものの在り様を地理的に学ぶことが狙われる。

そのような地域理解の学習に最大射程範囲を限定すれば，地理授業は地理固有な学習に特化して地

理的な教養や見方考え方を習得させることができる。このような領域の画定は伝統的なものであり，

根強く支持されてきたものである。しかしながら，この限定化により，地理授業は社会について考え

ていけるようにすることを必ずしも保証できないことになる（草原［2005］，参照）。地域理解の学

習では，地域の状況・構造やその地理的要因また地域的特色をとらえることはできても，社会の仕組

みや変動をとらえることまでは目的としない。個々の地域の現状を学んでも深く掘り下げなければ，

自らの社会に対して目を向けることや自明視せずに見つめなおすことは難しい。最終的に地理授業

を地域理解の学習に留まらせることは，無意図的無意識的であるとしても，結果として地域の現状を

学習者に受け容れさせ，現存の社会を見つめなおしたり問いなおしたりする機会を設けず，順応的な

社会化のみを促しかねないという危険性をもつ。そうなれば，緩やかではあっても，図らずも地理授

業は適応の教育となり，人々が集団で生きていくための秩序の維持や変更にかかわる政治的判断を無

批判的な判断に一元化させて教化する無批判的政治的判断の教化として働き，既成の在り様に自発

的に従うように仕向ける権力と化す。

3 第二の選択肢：地域社会認識の学習

第二の選択肢である地域社会認識の学習は，一定の環境や空間のもとでの人々の行為との相互関係

において地域の現状をうみだしている社会をとらえることである (服部 [2001:5],他,参照)。地域社会

といってもミクロなレベルからマクロなレベルまでさまざまである。この学習の焦点は既に在る地域

の社会であり，それらをわかるために地理学をはじめとする社会諸科学のアプローチが利用される。

例えば，甲府について取り扱う場合，中心商店街において家業型の零細経営をつづける個別店の経

営難と魅力低下の悪循環を近年の拡散型の都市構造に位置づけてとらえる。とともに，ドーナツ化

と呼ばれる郊外人口の増加や郊外大型店に代表される商業機能の移動などをもたらした個々の行為，

それらとの関連において拡散型の都市構造や中心地区の停滞・衰退をうみだしてきた産業化や大衆消

費社会・自動車社会の進行，そして経済成長・人口増加を前提にした従来の拡大均衡志向の諸政策を

とらえる。地域理解の学習では甲府という地域そのものを知るために甲府について取り扱うとすれ

ば，この場合の地域社会認識の学習では先進資本主義社会の地方都市における中心地区の停滞・衰退

の事例として甲府の場合について取り扱い，拡散型の都市構造とともにそれをうみだしている社会

の変動や仕組みにまで遡って掘り下げる。

地域社会認識の学習は，人々の行為との関係において空間の構成を導くとともに自らも改変され

うる地域の社会に着目し，そのような社会的見方考え方としての地理的見方考え方によって地域につ

いて取り扱う。そこでは地域とは人々が社会と相互作用する場ととらえられ，地域の社会をわかる社

会科学的な認識が狙われる。

このような地域社会の認識という地理的社会認識の学習まで学習領域を拡げるならば，地理授業

は学習者が既存の多様な地域の社会をとらえるとともに，それらとの対比や関連づけにおいて自ら
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の社会を一旦距離をとって対象化できるようにするものとなる。既に在るものに呑み込まれない対抗

社会化（岡明［1991］，森分［1992］）のために働き，今のままでよいか，改める必要があるか，自

分の頭で考えるように準備させ，間接的に批判的政治的判断を促すわけであり，地理授業が権力と化

すことから脱する脱権力化が可能となる。尤も，地域理解の学習に留まる地理授業が順応的な社会化

を促し，無批判的政治的判断教化として働いてしまいかねないのに対し，地域社会認識の学習まで

拡げる地理授業が批判的政治的判断形成の一環として働くといっても，あくまでも間接的にである。

それは社会形成の前提となる社会認識を形成し，疑問視という社会形成を始動させる契機をつくり

だすけれども，それをこえない。

4 第三の選択肢：地域社会形成の学習

第三の選択肢である地域社会形成の学習は，既に在る地域の現状や社会をわかるとともに，それを

踏まえて問題を見出すことや望ましい在り方を探ることであり，地域の社会の新たな形成をめぐる

吟味判断である。これは現実の地域社会における社会参加のような社会形成の実践の学習ではなく，

新たな形成の判断をつくる意思形成の学習である。

それは例えば，甲府駅南側地区の停滞・衰退を招いている都市の構造や地域の社会の変動・仕組み

の認識に基づき，中心地区の再生における郊外大型店の出店規制の有効性を評価づけたり，都市政

策の変更や拡散型都市構造への働きかけによって地域の人々や社会にもたらされうる結果を予測し，

さまざまな立場を考慮しつつ出店規制の妥当性を検討したりするなどして，郊外大型店の出店規制

の是非や形態・条件について判断をつくることである。地域社会認識の学習では，地方都市地域の社

会をわかるために，中心地区の停滞・衰退の事例として甲府について取り扱うとすれば，この場合の

地域社会形成の学習では，地域の社会の在り様を振り返るとともに新たな在り方を探求するために，

甲府の中心地区の停滞・衰退について取り扱う。

地域社会形成の学習は，社会的見方考え方としての地理的見方考え方によって既存の地域の社会

をとらえつつ，その認識を利用しながら社会の新たな形成について吟味判断する。そこでは地域の現

状や社会は既に在るものであるとともに新たにつくりかえることができるものとして扱われ，社会

科学的認識を活かして地域社会の今後をめぐる判断をつくることが狙われる。

このような地域社会形成の学習まで学習領域を拡げると，地理授業は地域そのものを知ることよ

りも地域の社会をわかることを重視するだけでなく，さらに地域の社会をつくることも重視するもの

となり，それだけ地理の手段化は強まり，地理の独自性は薄れていく。一方，これによって地理授業

は，既存の地域の社会を対象化するとともに新たな形成の正当化をつくることにも取り組ませ，批判

的政治的判断の直接的な形成を行い，脱権力化を推しすすめる。

5 地域社会形成学習の意義

地域理解の学習から地域社会認識の学習，地域社会形成の学習へとすすむに従い，地理授業の学習

領域は拡がっていく。地域について知るのが地域理解の学習であり，それを掘り下げて地域の社会を

見つめなおすのが地域社会認識の学習であり，さらに地域の理解や地域社会の認識を活かして新たな

形成について探るのが地域社会形成の学習である。地域理解，地域社会認識，地域社会形成の何れの

学習までを地理授業は学習領域としてもつ必要があるのだろうか。社会科の地理授業は最終的に地

域社会形成の学習までを学習領域としてもたなければならないのではなかろうか。
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社会科という「民主的，平和的な国家・社会の形成者」の育成を中核的に担う教科の授業にとって，

その基礎条件は批判的な政治的判断の形成に寄与することである。自分たちが集団でよりよく生き

ていくための秩序の維持や変更をめぐり，既に在るものを無批判的に受け容れるのでなく批判的に判

断できることが「国家・社会の形成者」の要件であり（丸山［1961：153-180］，篠原［2004］，他，

参照），そのような批判的政治的判断の形成に寄与することが社会科授業の基礎条件である。

そうであるとすれば，地理授業が地域理解の学習に終始するとき，それは現存の地域の在り様を鵜

呑みにさせてしまう順応的な社会化の教育となり，無批判的な政治的判断の教化を行うことになりか

ねず，社会科授業の条件に応えられない。無批判的政治的判断教化の地理授業は，既に在るものに自

発的に従うように仕向ける権力と化し，制度上形式上では社会科の枠内で行われても実質的には社

会科の授業とは呼べないものである。社会科の地理授業は，実質において，地理の授業である前に，

社会科の授業でなければならないであろう。

地域社会認識の学習まで学習領域を拡げると，地理授業は地域の現状や社会を一度突きはなして

対象化できるようにすることで権力化から脱し，批判的な政治的判断の形成に寄与することができ

る。けれども，そこに留まるのであれば，社会科授業の基礎条件をクリアできるとはいっても，まだ

十分とまではいえない。地域社会認識の学習の地理授業は社会科学的認識の形成において既成の社

会に疑問の眼を向けられるようにする対抗社会化の教育であり，間接的に批判的政治的判断を促すも

のである。学習者は地域の社会を既に在るものとして取り扱い，既に在るものに呑み込まれることな

く対抗できるようになるが，新たなものをつくりだせるようになるわけではない。この地理授業は批

判的政治的判断形成にとっての意義と同時に限界をもつものである。

地理授業は地域社会形成の学習まで学習領域を拡げるとき，人々の判断に基づいてつくりなおすこ

とができるという社会の本来の性格に則って地域の社会について学ばせることができる。地域社会認

識の学習による地理授業が批判的に政治的判断をつくる社会形成のための授業であるとすれば，地

域社会形成の学習による地理授業は批判的に政治的判断をつくる社会形成としての授業である。そ

れは直接的な批判的政治的判断形成として働くことで脱権力化を一層すすめ，「民主的，平和的な国

家・社会の形成者」の基礎形成にとっての地理授業の意義を最大限に拡大させる。これによって地理

の独自性は弱まるだろうけれども，よりよい社会の形成について考えるために地理を有意義に使って

地域社会形成の学習に取り組むからこそ，学習者は地理授業の意義をとらえることもできるだろう。

勿論，地理授業の学習領域を地域社会形成の学習まで拡げるといっても，全ての時間においてそう

すべきであるということではない。最大で地域社会形成の学習まで射程に入れるということであり，

そこに照準する地理授業をカリキュラム上においてどのように位置づけるかは別途検討の必要があ

るし，地域社会認識の学習が軽視されてはならない。また，社会の形成といっても個人的意思形成の

レベルもあれば，社会的意思形成のレベルもある。学習領域を地域社会形成の学習まで拡げても重点

は個人的意思形成のレベルとならざるをえないかもしれない。それでも地理授業は社会科の授業と

して地域社会形成の学習までを学習領域としてもつ必要があるだろう。

III 地域社会形成学習としての地理授業

地域社会形成の学習に基づく地理授業の一つの可能性を事例によって示し，地域社会形成学習と

しての地理授業の基本的な構成や要件について検討することにしよう。
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1 学習指導計画「大型店の郊外立地規制？」

地域社会形成の学習に基づく地理授業の一例として筆者が作成した学習指導計画「大型店の郊外立

地規制？」を本小稿の文末に示す。表１は，その基本展開を主要な問いによって表したものである。

この「大型店の郊外立地規制？」は，山梨県の特に甲府市や近辺の市町の中学校での授業を想定

してつくられている。これは「山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろうか」

を主題とする授業であり，パート１からパート４までの四つのパートからなる。

パート１は，学習の主題となる「山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろう

か」という問題をとらえるパートである。

ここでは最初，「山梨県内にある都市の中心地区は賑わっているか」を問い，甲府地域における中

心地区の所在について域内のいろいろな地区を対比したり機能的な結びつきに留意したりして確か

め，そこを代表事例にして県内都市の中心地区が 1990年代頃から賑わいを失ってきている様子を把

握する。そのうえで「他の地方自治体では，中心地区の停滞・衰退への対応として独自に何かをし

ようとしているか」を問い，まちづくり三法の改正内容とともに郊外大型店の出店規制を強化しよ

うとする他の地方自治体での動きについて確認し，山梨の場合についての問題を主題としてたてる。

パート２からパート４においては，この出店規制の強化をめぐる問題に応答する判断づくりに取り

組んでいくことになる。

パート２では，郊外大型店の出店規制を強化することの有効性を評価する。

そのために初めに (１)において，「1990年代頃から中心地区が賑わいを失っているのはどうしてか」

表 1 「大型店の郊外立地規制？」の主要な問い

主要な問い

パート１ 山梨県内にある都市の中心地区は賑わっているか。／他の地方自治体では，中

心地区の停滞・衰退への対応として独自に何かをしようとしているか。→山
梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろうか。

パート２ 郊外大型店の出店

規制を強化するこ

とは中心地区の再

生に役立つか。

(1)1990 年代頃か
ら中心地区が賑

わいを失ってい

るのはどうして

か。

○1 商店街に魅力がないからなのか。

○2 どこで買い物をする人が増えてきたか。

○3 中心地区での商業を不利にしているも
のは郊外の大型店だけか。

○4 どうして拡散型の都市構造がうまれた
か。

(2)郊外大型店の出店規制を強化することは中心地区の停滞・
衰退への対応として有効か。

パート３ 郊外大型店の出店

規制を強化して中

心地区の再生を図

ることはよいこと

か。

(1)中心地区の再生は地域社会にとって本当に必要なことか。

(2)郊外大型店の出
店規制を強化す

ることはよいこ

とか。

○1 反対意見が理由にすることは尊重しな
くてもよいことか。

○2 郊外大型店の規制強化によって地域社
会に意図せざる結果がもたらされるこ

とはないか，それは問題ではないか。

パート４ 山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろうか。
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を明らかにする。○1では，中心商店街の集客減の内在的な要因として，経営難・後継者不足と魅力低

下の悪循環に陥りがちな個別店の家業型零細経営を把握する。そのうえで○2では，ショッピングセン

ターに代表される郊外大型店への消費者の集まりを流通の合理化や生活スタイルに応じた店づくり

と結びつけ，郊外大型店との競合という中心商店街の悪循環に拍車をかけている関係を見定める。○3

では，人口や商業施設などが郊外化した拡散型の都市構造における郊外の自立性の高まりや中心地

区の求心力の低下をとらえる。さらに○4では，そのような都市構造をうみだしてきた産業構造の変化

や大衆消費社会・自動車社会の進行，そして経済成長・人口増加を前提とした今までの拡大均衡志向

の諸政策へと掘り下げる。

(２)においては，これらの認識を活かし，「郊外大型店の出店規制を強化することは中心地区の停

滞・衰退への対応として有効か」を問う。都市計画法による規制内容や法改正にともなう動向を確か

めつつ，規制の強化によって郊外開発を抑制すること，社会の仕組みに働きかけて都市の構造を制御

しようとすることの対応としての有効性を考える。

中心地区の停滞・衰退をうみだしているものを中心商店街の中小小売店の経営，郊外大型店との競

合関係，都市の構造の変化，都市構造の変化を導いてきた地域の社会の変動や仕組みから探りだし，

その認識をもとに規制強化の有効性を評価づけるのがパート２である。

パート３では，中心地区の再生の必要性と郊外出店の規制強化の妥当性について検討する。

ここでは先ず，(１)において，「中心地区の再生は地域社会にとって本当に必要なことか」を問い，

中心地区の停滞・衰退や拡散型都市構造の進行が地域社会に及ぼすものとして，高齢者の生活への影

響，都市の交通や自然への影響，都市経営や地域経済への影響などを取りあげる。そして，それらの

意味を吟味することにより，持続可能な地域社会づくりとの関連において中心地区再生の必要性につ

いて検討する。

また，(２)では，「郊外大型店の出店規制を強化することはよいことか」を問い，規制の強化とい

う対応の妥当性を二つの側面から考える。○1においては，都市計画法の改正や他の地方自治体での規

制強化に関する賛成理由と反対理由について取りあげ，地域社会の持続可能性と経済活動の自由の対

立を把握・吟味し，規制強化の妥当性について考える。○2においては，社会の仕組みを改めて都市構

造を制御することによって地域の人々や社会にもたらされうる意図せざる結果を見据え，世代間の公

正と地域間の公正という新たに生じうる対立を把握・吟味し，規制強化の妥当性について考える。

このパート３は，拡散型の都市構造や中心地区の停滞・衰退が地域社会に及ぼす影響を予測し，意

味づけることで中心地区再生の必要性を検討したうえで，拡大均衡志向の政策の変更によって都市構

造の制御を図る場合の対立の構図を把握・吟味し，規制強化の妥当性を検討し，中心地区の再生のた

めに郊外大型店の出店規制を強化することの正しさを問うパートである。

最後のパート４では，以上を踏まえ，「山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよい

だろうか」という問題に対し，規制強化の是非あるいは形態や条件についての判断をつくる。

このパートにおいて学習者は，相互に対立しているところや諒解しあえるところを見極め，地域社

会づくりに向けた自分たちの考えを整理する。

2 地域社会形成学習としての授業の構成

「大型店の郊外立地規制？」の構成においては，三つの原則が働いている。それらを順次示し，説

明しよう。

その第一は，地域社会の在り方をめぐる判断を中心内容にすることである。
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「大型店の郊外立地規制？」において，郊外大型店の出店規制強化の是非や形態・条件の判断とい

う新たな都市づくりのための秩序やその拠り所となる価値の形成を学ばせるように，地域社会形成

の地理授業の中心内容は，地域社会の在り方を探求する地域社会形成である。この地理授業は現代の

社会における地域の状況・構造の構成および作用などをとらえさせるだけでなく，そのような地域社

会認識も含めた地域社会形成の批判的判断を内容とする。

そのような学習内容の設定は，社会形成の能力育成を狙うものであり，教育的意味と社会的意味を

もつ。「大型店の郊外立地規制？」において都市づくりの秩序形成を学ばせることにも教育的意味と

社会的意味がある。教育的意味は，学習者が自らの生活に大きく結びついているにも拘わらず当たり

前のものと自明視してきた眼前の都市を醒めた眼でとらえなおし，都市づくりのための秩序や価値

を探求し，自分たちの地域社会の在り方について考えをつくろうとすることである。また，その一

環において，現代社会における地方都市の構造の構成や作用を認識すること，地理的社会認識を有

意義に活かせることである。社会的意味は，20世紀が都市化の時代であったのに対し，現在では逆

都市化がはじまりつつあるといわれるなか（総合研究開発機構［2005］），都市の再生という現実の

社会で問われているアクチュアルな事柄に関して取り扱い，それについて市民の一人として根底か

ら考えてみるように学習者を導くことである。そのための一つの機会が「大型店の郊外立地規制？」

である。地域社会形成の地理授業は地域社会の在り方をめぐる判断を学習内容とし，学習者が地理を

学ぶ意味を理解できるとともに今学ぶ意味を理解できるようにする。

第二は，地域の社会の在り方を問う問題を主題にし，その問題を把握することから，地域社会の認

識を手段にして地域社会形成の考えをつくり問題を追究することへと構成することである。

地域社会の形成を学べるようにするために主題にするものは，地域の社会の在り方にかかわる問

題である。「大型店の郊外立地規制？」では，「山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうが

よいだろうか」という問題を主題にしている。これは県内都市の中心地区の停滞・衰退について取り

あげ，郊外大型店の出店規制強化の是非や形態・条件を問い，都市の再生における秩序や価値の探求

を求める問題であり，都市づくりの秩序形成を学ばせるための対象として設けられている。

また，そのような地域の社会の在り方をめぐる問題の把握を出発点とし，地域の状況・構造とその

社会的な成り立ちや影響の究明，それらを踏まえた新たな形成の吟味判断による問題の追究へとすす

め，地域社会の形成を学べるようにする。「大型店の郊外立地規制？」の場合，表２に示す通り，中

心地区の停滞・衰退，他の地方自治体の対応の動向を確認し，問題を把握するのがパート１であり，

その問題を追究していくのがパート２～４である。パート２では，(１) において，中心商店街の中

小小売店の経営，郊外大型店との競合関係，拡散型の都市構造，社会の変化や従来の諸政策へと掘り

下げ，(２)において，その認識を活かして，規制強化によって政策を方向転換し都市機能の拡散を止

めようとする試みの効果を予測し，郊外大型店の出店規制強化の有効性を評価する。パート３では，

(１)において，中心地区の停滞・衰退や拡散型都市構造の進行が地域社会において及ぼす作用を見通

し，予測される事態を意味づけることで中心地区再生の必要性について検討する。そのうえで (２)

において，規制の強化による都市構造の制御が地域社会にもたらす意図せざる結果を予測し，新たに

生じうる対立を吟味したりし，出店規制強化の妥当性を検討する。最後にパート４では，出店規制強

化の是非や形態・条件の判断をつくり，問題にこたえる。地域社会形成の地理授業は，地域の社会の

在り方をめぐる問題の把握から，地域社会における地域の状況・構造の構成や作用，また改変すると

きの影響などをとらえつつ吟味判断する問題追究へとすすめ，新たな在り方を探る社会的な営みの

過程に学習者が取り組めるようにする。

第三は，議論の論理に基づく正当化づくりによって学習をすすめられるようにすることである。

学習者は問題に取り組み，議論の論理に基づいて根拠や論拠を批判的に問いなおしたり探りだした
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表 2 「大型店の郊外立地規制？」の学習内容構成

学習内容

1 中心地区の停滞・衰退状況と現行の対応の確認による問題の把握

都市づくり

の社会秩序

形成

2 (1) ○1 中心地区の中小小売店の経営

の追究

中心地区の

停滞・衰退

の原因究明

郊外大型店の出店規制強化の

有効性の評価

○2 中心商店街と郊外大型店の競

合関係の追究

○3 中心商店街を取り巻く都市構

造の追究

○4 拡散型都市構造の社会的な成

り立ちの追究

(2) 郊外大型店の出店規制強化の効果の予測

3 (1) 中心地区の停滞・衰退や拡散型都市構造の進

行による地域社会への影響の予測・意味づけ

中心地区再生の

必要性の検討

中心地区再

生のための

郊外大型店

規制強化の

妥当性の検

討

(2) ○1 大型店の郊外立地規制による拡散型都市構造

の制御をめぐる対立の把握・吟味

郊外大型店の出

店規制強化の妥

当性の検討
○2 郊外開発抑制の強化による意図せざる社会的

帰結の予測と今後生じうる対立の把握・吟味

4 郊外大型店の規制強化の是非や形態・条件の判断

りすることで判断をつくり，これによって地域社会の形成をめぐる社会的な営みの過程を遂行する。

「大型店の郊外立地規制？」は表３の通り，トゥールミンの議論の論理（足立［1984］）に基づいて学

習者が地域社会形成の正当性を事実と価値の両レベルで考えられるように，二つの層を備える。第一

層 (Ｄ－Ｗ－Ｃ)は，パート１－パート２－パート４である。これは中心地区の再生にとっての郊外

出店規制強化の有効性を評価するパート２ (Ｗ) を要にし，規制強化の正当性について事実レベルで

考える層である。第二層 (Ｄ－ (Ｗ) Ｂ－Ｃ)は，パート１－ (パート２)パート３－パート４である。

これは第一層を含み込んでおり，中心地区の再生の必要性や規制強化による対応の妥当性を検討する

パート３ (Ｂ)を要にし，規制強化の正当性について価値レベルで考える層である。中心地区の状況

や他の自治体の対応を確認するパート１ (Ｄ) から，山梨県内や甲府市内などでの規制の強化につい

て判断するパート４ (Ｃ)へと短絡せず，事実レベルから価値レベルへと正当化を深める議論の構造

に基づき，パート２ (Ｗ)を要とする事実レベルの正当化がパート３ (Ｂ)を要とする価値レベルの正

当化に含み込まれる二層構造に従って判断をつくるようにする。このように地域社会形成の地理授業

は，地域社会の形成について探る社会的な営みを事実と価値の両レベルからなる正当化づくりによっ

て学習者に行わせ，中心内容の社会の形成を議論の構造として学びとれるようにする。　

地域社会の在り方にかかわる問題を主題とし，地理的社会認識を手段に地域社会形成の判断をつ

くっていく過程を議論の論理に基づいて学習者にすすめさせることにより，地域社会の新たな在り方

の意思形成を学べるようにするのが，この地理授業の構成である。そのような地理授業は，学習者が

地域の社会の形成を遂行することで学ぶ授業といえるだろう。
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表 3 「大型店の郊外立地規制？」における議論の構造

3 公共圏化による脱権力化

このような地域社会形成の地理授業の構成を導いているものは，公共圏の論理である。ここでいう

公共圏とは，多元的な批判的討議に基づいて社会的な取り決めやその正当性について共同して探る

ボトムアップの言論の空間である（花田［1996：3］，齋藤［2000］，田崎［2000：8］，他，参照）。

それはさまざまな価値観や利害関心をもつ人々によって共通の関心事に従ってつくられ，社会の形

成をめぐる正当化を行うことで「私」という私的領域から国家に代表される「公」へのあいだを媒介

し，民主主義社会形成の根幹を担う（山口［2004：278］，参照）。公共性をつくりだすのが公共圏で

ある（山口［2004：277］）。

そのような社会形成の正当化による遂行という公共圏の論理に基づくからこそ，地理授業といえど

も授業の実質を社会をつくることの学習とすべく，地域理解の学習や地域社会認識の学習に留めず，

地域社会形成の学習を担い，その能力育成を目指す。そして，地理授業において学習者が教室のなか

に公共圏をつくりだして運営するように，主題として地域の社会の今後にかかわる問題を取りあげ，

問題の把握から吟味判断による問題追究へと地理的社会認識を使って意思形成に取り組む過程を組

織し，議論の論理に基づく正当化づくりによって遂行させる。民主主義社会形成の根幹となる公共圏

の論理に基づくことにより，地理授業は学習者が地理教室に公共圏をつくりだし，集団で生きていく

ための社会の秩序や判断の拠りどころとなる価値を探り，地域社会形成を遂行することで学ぶ学習と

なるわけである。

勿論，地域社会認識の地理授業でも確かに，内容のレベルで公共性についても扱うことはできるだ

ろう。例えば，急速な近代化のために国家の計画に従って都市の基盤整備が行われてきた一方で居住

環境の整備は必ずしも十分にはすすめられてこなかったといわれるが（西村［2005：6-7］），そのよ

うな都市の具体的な状況の成り立ちを学習者に分析させることにより，国家によって公共性が担われ

てきた社会について対象化させて自分なりの判断を促すこともできる。それは地域社会認識の授業

が社会科学の論理に基づくものだからである。地理授業は社会科学の論理に基づくことで地域理解

の授業から地域社会認識の授業への移行が可能となる。しかしながら，学習者が公共性も含めた社

会の在り様を掴むだけでなく新たな在り方について探ることができるのは地域社会形成の授業であ

り，そのような地理授業への移行のためには地理や社会科学の論理をもつだけでなく，さらに公共圏
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の論理に基づくことが必要となる。

公共圏の論理に基づくことは公共圏化と呼ぶことができる（服部［2004：34］，参照）。地理授業

が地域社会認識の学習をこえて地域社会形成の学習を担い，直接的な批判的政治的判断形成を行い，

脱権力化を推進できるようにするものは，公共圏化である。

IV おわりに

本小稿の考察は，次の二点にまとめられる。

第一に，地理授業は学習領域を地域理解による社会化に留めず，地域社会認識による対抗社会化，

さらに地域社会形成という社会形成へ拡げることにより，批判的政治的判断形成への脱権力化をすす

め，「民主的，平和的な国家・社会の形成者」の育成にとっての意義を拡大できることである。

第二に，地域社会形成の地理授業は，社会形成の正当化による遂行という公共圏の論理に従って構

成されること，この地理授業では学習者は問題を取りあげ，地理的社会認識を手段にして社会の秩序

やその判断基準を探求する取り組みを議論の論理に基づいて行い，地域社会形成を遂行することで

学ぶことである。

公共圏の論理に基づくと地理授業は地域社会形成の学習となり，批判的な政治的判断の直接的な

形成まで役割を拡げられる。直接的な批判的政治的判断形成は公民授業だけの役割ではなく社会科

全体の役割であり，それを地理授業でも目指すことが必要であるし可能であろう。

. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .

学習指導計画「大型店の郊外立地規制？」

◇単元名

「大型店の郊外立地規制？」

◇目標

○ 甲府地域における中心地区の位置・状況を把握する。

○ 甲府地域における中心地区の停滞・衰退を中小小売店の経営，および，郊外大型店との関係，

都市構造の変化や地域社会の変動・仕組みなどからとらえ，中心地区の再生にとっての郊外大

型店規制強化の有効性を評価する。

○ 甲府地域の地域社会における中心地区の停滞・衰退の影響を吟味し，中心地区の再生の必要性

について検討し，さらに郊外大型店の出店規制をめぐって生じた対立や規制強化によって生じ

うる対立を吟味し，出店規制強化の妥当性を検討する。

○ 山梨における郊外大型店の規制強化の是非や形態・条件について，中心地区の再生にとっての

規制強化の有効性の評価と中心地区再生の必要性や規制強化の妥当性の検討に基づき，判断を

つくる。

◇基本構成

パート 1 ：山梨県内にある都市の中心地区は賑わっているか。／他の地方自治体では，中心地区の

停滞・衰退への対応として独自に何かをしようとしているか。－２時間

パート 2 ：郊外大型店の出店規制を強化することは中心地区の再生に役立つか。－３時間

パート 3 ：郊外大型店の出店規制を強化して中心地区の再生を図ることはよいことか。－２時間

パート 4 ：山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろうか。－１時間
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◇学習展開

パート 問い 資料 回答内容

１
|

(１)

◎山梨県内にある都市の中心地
区は賑わっているか。

・最も人口の集まっている甲府

の辺りでは，中心地区はどこ

か。地図と 5枚の航空写真を
参考に考えよう。

[１]
[２]

・甲府駅の南側の地区ではないか，甲府昭和インターチェンジから中

央卸売市場までぐらいの甲府バイパス沿道・周辺ではないか・・・・・・

・甲府駅南側地区は中心地区で
あるといえるか。

・甲府駅南側地区は，甲府駅から南に延びる平和通の東側が山梨県
庁・県議事堂・甲府市役所などの集まる官公署街となっており，

山梨県や県庁所在地甲府市の政治の中心であるといえるのではな
いか。

・甲府駅南側地区は，平和通の西側に会社や銀行の集まる会社・銀
行街があり，舞鶴城公園の南側のオリオン通以南 (中央商店街)や
甲府駅の南口付近・平和通東側沿い (駅前商店街)に百貨店・商
店・飲食店の集まる商店街があり，一帯の経済の中心であるとい
えるのではないか。

・甲府バイパスの沿道・周辺が
中心地区であるとはいえない

か。

・甲府市と昭和町にまたがるこの地区は，イトーヨーカドー甲府
昭和店・オギノ昭和ショッピングモール JOY・グランパークと
いった大きなショッピングセンターがあり，数多くのロードサイ

ドショップも並んでおり，また中央卸売市場があり，経済のなか
でも商業・流通面では中心であるといえるのではないか。

・どういうところが都市の中心

といえるのだろうか。

・都市の中心は，官公署や会社・銀行，小売商店・飲食店など，周

りの一帯の地域にとっての中枢管理機能・中心商業機能の施設が

集まるところであり，地域の発展の要である。

・官公署や会社・銀行，小売商

店・飲食店などは二つの地区
に集まっているか。

・甲府駅南側地区には官公署や会社・銀行，小売商店・飲食店など

が集まっている。
・甲府バイパス沿道・周辺には小売商店・飲食店は集まっているし，

自動車の販売事業所も多いが，官公署や会社・銀行は集まってい
ない。

・どちらの地区が地域の発展の

要となってきたか。

[３]

[４]

・二つの地区を明治時代の地図と現在の地図でみてみると，明治時

代も甲府駅南側地区には市街地がひろがっていたが，今の甲府バ

イパス沿道・周辺にあたるところをはじめとして周りは殆どが農
地であった。

・甲府はかつての城下町を基盤にした都市である。甲府市中央の商
店街は甲府城の郭内であったところに位置し，戦前にも百貨店な

どがあって旧市街の一番の繁華街として賑わっていた。戦後，鉄

道が交通の中心になるとともに駅前にバスターミナルも設けられ，
商店街は甲府駅に向かって拡大していった。

・甲府市の北部・西部・南部・
東部は，どのような地区か。

[１]
[２]

・北部では甲府駅北側一帯に宅地がひろがっており，その北側は山
林が殆どである。西部では宅地が多い。南部では宅地・農地 (田)
が多く，工場もある。東部では農地 (果樹園)や宅地が多い。

・市街地は甲府駅南側地区から北部・西部をはじめとして周りへひ

ろがっていった。

・どこが甲府地域の中心地区と

いえるか。

・甲府駅南側地区は官公署，会社・銀行，商店・飲食店など，中枢

管理機能・中心商業機能の施設が集まり，地域の発展の要となっ

てきた。甲府バイパス沿道・周辺地区はその周縁部である郊外に
あたるが，近年は市街化が著しくすすんできた。
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・甲府駅南側地区が今も賑わっ
ているか否かは，何がわかれ

ば判定できるか。

・人通りの量，店や会社などの数，地価，など。

・人通りの量ではどうか。 [５]

[６]

・甲府市の消費動向調査によると，中心地区へよく行く人は約 6 %
であり，時々行く人とあわせても 4割に満たず，あまり行かない
人が 6割を占める。

・甲府商工会議所の調査によると，中心地区の歩行量は 1986年を
ピークに減少している。

・店などの数ではどうか。 [７] ・甲府市の中心地区にあたる丸の内と中央の事業所数は，1980年
代までは増えていたが，1990年代からは減少している。近年，空
き店舗も目立っている。

・駅前商店街の核店舗の一つであった甲府西武が 1998年に撤退し，
中央商店街の核店舗の一つであったダイエートポス甲府店が 1999
年に撤退した。

・地価ではどうか。 [８] ・山梨県内の商業地で最も地価が高いのは甲府市の丸の内や中央で

ある。しかし，それらの地価は近年，下がりつづけている。

・以上から，甲府駅南側地区は
賑わっているといえるか。

・甲府市の中心地区である甲府駅南側地区は 1990年代から賑わい
を失いつつあるといえる。

・甲府の辺りに次いで人口の集
まっている富士吉田の辺りで

も，その中心地区では同様の

様子がみられるか。

[９]

[８]

・富士吉田市でも，中心地区の商店街はシャッター街と呼ばれ，賑わ
いを失ってきており，富士急ターミナルビルのイトーヨーカドー

富士吉田店も閉店した。
・富士吉田市の商業地の平均地価も下落している。

・県内の他の都市でも同様の様
子がみられるか。

[８] ・甲府や富士吉田だけでなく，大月や上野原など，数多くの都市の
商業地の平均地価は下がっている。

・中心地区が賑わいを失っているのは県内の都市に共通する現象と
とらえられる。

・全国的にみても，地方都市の
中心地区は賑わいを失ってい

るのか。

[10] ・中小企業庁のアンケート調査によると，全国の商店街の 9割以上
が「停滞」または「衰退」と回答している。中心地区が賑わいを

失っているのは殆どの地方都市において共通する現象である（中
心商店街の空き店舗が目立つ様子を指してシャッター街やシャッ

ター通りという言葉もしばしば用いられる）。

１
|

(２)

◎他の地方自治体では，中心地
区の停滞・衰退への対応とし

て独自に何かをしようとして

いるか。

・新聞でも取りあげられている
福島県などの方針はどのよう

なものか。

[11]

[12]

・例えば，福島県は店舗面積 6000 m2以上の大型店が郊外に出店す
ることを届け出制にする条例を独自につくった。兵庫県は広域商

業ゾーン・地域商業ゾーン・その他ゾーンを設け，郊外などのそ

の他ゾーンでは 6000 m2 以下の店しか出店を認めない方針であ
る。北海道は「準工業地域」での出店にも規制をかけようとして

いる。
・青森市では「準工業地域」での 10000 m2以上の大型店の出店を

規制する条例を独自につくった。富山市なども同様の条例をつく

ろうとしている。

・それらの他の地方自治体では
何も規制をしないか。

・2006年の国会において改正された新しい都市計画法による規制
がある。

・福島県や青森市などは，その規制に上乗せをするかたちで大型店

の出店に独自に規制をかけることになる。その他にも独自の規制
強化を検討している地方自治体は少なくない。
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・新しい都市計画法はどのよう
な規制を定めているか。

[13] ・新しい都市計画法では，10000 m2 以上の大型店の出店は「商業
地域」・「近隣商業地域」・「準工業地域」の他では原則的に禁止す

る。また，出店を認めるかを都道府県を中心に関係市町村間で調

整する広域調整の仕組みをつくる。さらに，病院や学校などの公
益施設の郊外での建設は許可制とする。

・大型店の出店について規制を

かけるのは初めてのことか。

[14]
[15]

・以前，大規模小売店舗法 (大店法)という大型小売店の出店その
ものを規制する法律があった。この法律のもとでは，500 m2以上

の大型店を出店するためには事前調整が行われるため，中心地区
に大型店を出店することは商店街の反対によって難しかった（大

店法は既存の商店街を保護する不公正な商業調整であるとの強い

批判が国内外からあったこともあり，1990年代に緩和された）。
山梨では「甲府方式」と呼ばれる独自の厳しい運用法もあった。

・2000年に大店法が廃止され，大規模小売店舗立地法 (大店立地法)
が施行された。これは生活環境への大型店の配慮を求める環境規

制である。なお，同じ頃，中心地区の振興を助成するための中心
市街地活性化法，特別用途地区や特定用途制限地域を設けて地域

の事情にあわせて大型店の適正な立地の誘導もできるようにする

改正都市計画法が施行され，これらと大店立地法は「まちづくり
三法」と呼ばれるようになった。

・大店法から，まちづくり三
法，さらにまちづくり三法の

改正へと政策が変化してきた

が，2006年に改正されたま
ちづくり三法では中心地区の

停滞・衰退への対応をどのよ
うに図ろうとしているか。

[11]
[13]
[14]

・改正された都市計画法は国の方針として郊外開発の抑制を打ち出
している。

・新しい中心市街地活性化法では，各地域での取り組みを実効性の
あるものにするため，各地域の中心市街地活性化協議会が計画を

作成して国が選別・助成するという仕組みが導入された。中心地

区での公益施設やマンションの建設に国が補助金をだせるように
なり，また，中心地区の空き店舗に大型の店が出店する際に規制

を緩和できるようにもなった。
・大店立地法は 2006年の国会で改正されていない。

・幾つかの地方自治体が都市計

画法よりも規制を強化しよう
とする理由は何か。

[11]
[12]

・郊外の大型店の存在を中心地区の停滞・衰退の大きな要因の一つ

と考えている。
・都市計画法では 10000 m2を少しでも下まわれば出店が可能であ

るし，実際には「準工業地域」が中心地区から遠いところに位置

する場合もあるため，都市計画法による規制では中心地区の再生
にとって不十分であると考えている。

・「準工業地域」を規制区域にすることが中心市街地活性化法によ
る補助金を獲得するためにも必要であり，「準工業地域」を規制区

域にしようと考えている。
・独自の規制強化によって郊外開発の抑制という方向性を明確に意

思表示し，中心地区の再生をすすめていこうとしている。

山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろうか。

・この問いについて考えるため

に，どのようなことを検討し
てみる必要があるか。

・大型店の郊外出店の規制を強化することは中心地区の再生に役立

つか（どうして中心地区が 1990年代頃から停滞・衰退している
のか，地方自治体による規制強化は中心地区の再生のために有効

なのか）。
・中心地区が寂れると困ることがあるのか。反対意見はあるか，規

制の強化で別の問題は起こらないか。

・甲府地域の場合に即して考え

てみることにしよう。
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郊外大型店の出店規制を強化することは中心地区の再生に役立つか。

２

|
(１)

○1

◎1990年代頃から中心地区が
賑わいを失っているのはどう
してか。

・中央商店街や駅前商店街のなかに魅力のある店が少ないために人

が集まらないのではないか，他にも店はあるからではないか・・・・・・

○商店街に魅力がないからなの
か。

・この中心地区の商店街は近
年，人々によってどのように

受けとめられているか。

[５] ・甲府市の消費動向調査によれば，中心地区へあまり行かない人が
出掛ける際の目的は，6割近くの人の場合において，公共機関へ
の用事である。また，中心地区の商店街は主に中央部に住む中高
年による最寄品の購入に支えられている傾向がある。ショッピン

グのためにわざわざ出掛けるところと多くの人に受けとめられて

いるわけではないようである。

・商店街は集客や売り上げをの

ばすために何も努力や工夫を
していないのか。

[16] ・商店街は努力や工夫をつづけてきた。例えば，中央商店街の場合，

節分，信玄公祭，七夕，甲府大好き祭り，えびす講などのお祭り
の催しを行ったりしている。また，これまで，アーケードや駐輪

場の建設，街路の舗装，ベンチの設置，駅前商店街と結ぶシャト
ルバスの運行，託児施設を備えた休憩所の設置などをすすめてき

た。最近ではＪリーグのヴァンフォーレ甲府のショップができた。

・いろいろな取り組みをしてい

るのに，どうして大きな効果

がないのか。

・イベントのときには多くの人が集まってきても，それ以外のとき

には集客できていない。消費者を惹きつけられる魅力が個々の店

になければ，日常的に集客することは難しいだろう。
・かつては買い物だけでなく流行を感じたり街の雰囲気を楽しんだ

りするために繁華街に出掛ける人も多かっただろうが，情報化が
すすんだことも関係しているだろう。

・どうして魅力ある店づくりを
しないのか。魅力ある店づく

りがすすみにくいのには何か
事情があるか。

[17] ・甲府市の商店街の殆どの店は，家族の労働に支えられた家業型の
零細な経営であり，中心商店街といえども同様である。

・経営が苦しいために後継者不足で高齢の店主が多いこともあって
店への投資が行われづらく，魅力低下との悪循環になっている。

・中小の小売店は苦しいけれど
も百貨店などの大きな店は儲

かっているのではないか。

・西武やダイエーといった大型の店舗が甲府市の中心地区から撤退
した。中心地区での商業を不利にしている条件もあるのではな

いか。

・中心地区の停滞・衰退は商店

街に魅力がないことによるも
のか。

・中心商店街の店の多くは確かに家業型の零細な経営において消費

者ニーズへの対応が不足しがちであるといえるだろうが，中心地
区の商業を不利にしている条件もあると考えられる。

２

|
(１)

○2

○どこで買い物をする人が増え

てきたか。

・あなたの家族はどこで買い物

をすることが多いか。先週の
場合はどうだったか。

・昭和町や旧田富町 (中央市)などのショッピングセンター，幹線道
路沿いのロードサイドショップ，甲府市のデパート，家の近くの
スーパーマーケット，通信販売，など。

・ショッピングセンターとはど

のようなものか。

・ショッピングセンターは，大型スーパーなどをキーテナントにし

て，いろいろなテナントが入っている。例えば，食料品・衣服・

寝具・玩具・書籍・文房具・CD・薬品・運動用品・出産育児用品
などがキーテナントで扱われていたりする他，宝石・鞄・眼鏡・

婦人服・紳士服・子供服・呉服・時計・カメラ・生活雑貨・美容

室・飲食・クリーニング・旅行・宝くじ・合鍵・ゲームコーナー・
英会話学校などのテナントが入っていたり，赤ちゃん休憩室やマ

タニティ・育児相談室が設けられていたりもする。
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・ロードサイドショップとはど
のようなものか。

・幹線道路沿いの専門店をロードサイドショップと呼ぶことが多く，
それらは専門店ならではの品揃えをしており，電器店の安売り競

争に代表される低価格販売を行っているものもある。

・郊外にショッピングセンター

やロードサイドショップは多
いか。ショッピングセンター

やロードサイドショップの位

置を地図で確認してみよう。

[18]
[１]

・甲府市の郊外では，店舗面積 10000 m2 以上のショッピングセン

ターとして，グランパーク（甲府市国母），イトーヨーカドー甲
府昭和店（昭和町），オギノ昭和ショッピングモール JOY（昭和
町），オギノリバーシティショッピングセンター（中央市/旧田富
町），アピタ田富店（中央市/旧田富町），アピタ石和店（笛吹市/
旧石和町），石和サティ（笛吹市/旧石和町）などがある。昭和町
や旧田富町などの辺りにショッピングセンターが多い。

・甲府バイパスや昭和バイパスなど，幹線道路沿いにロードサイド

ショップも数多い。

・郊外に多いという傾向は，こ

の辺りだけのことか，全国的

にそうか。

[19] ・日本ショッピングセンター協会の集計によれば，全国にあるショッ

ピングセンターの大部分は周辺・郊外地域にある。

・昭和町や旧田富町の辺りのシ
ョッピングセンターは，いつ

頃にできたか。

[18] ・甲府郊外のショッピングセンターは 1990年代以後にできたもの
が殆どである。

・中心商店街は，郊外の大型店

に客足を奪われているのか。

甲府商圏・昭和商圏・田富商
圏のひろがりの変化から確か

めてみよう。甲府商圏に変化
はあるか。

[20] ・中心商店街のある甲府市の商圏は縮小している。甲府商圏は，1998
年段階では，甲府市をはじめととする 9市町村が 30 %商圏であ
り，峡中，北巨摩の全域，西八代・東山梨・南巨摩の大部分に商
圏が及んでいたが，2004年段階では，韮崎市をはじめとする 2市
町が 30 %商圏から外れ，多くの市町村が 20 %商圏からも外れて
いる。

・昭和商圏に変化はあるか。 [20] ・昭和商圏は拡大している。昭和商圏は，1998年段階では，昭和町
の他では，竜王町・玉穂町・田富町の 3町が 10 %商圏であったに
すぎないが，2004年段階では，甲府市を含む 6市町村が 20 %以
上の商圏であり，北巨摩や西八代にまで商圏が拡がっている。

・田富商圏に変化はあるか。 [20] ・田富商圏は拡大している。田富商圏は，1998年段階では，田富
町の他では，若草町・三珠町・早川町が 30 %商圏であったのに対
し，2004年段階では，若草町・三珠町・市川大門町・豊富村・玉
穂町が 30 %商圏となっている。

・中心商店街は，郊外の大型店

に客足を奪われているのか。

・巨大なショッピングセンターや多くのロードサイドショップがあ

る昭和町や旧田富町の商圏は拡大している。甲府商圏であったが
今は昭和商圏や田富商圏になっているところがあり，甲府市が現

在では昭和町の 20 %商圏になっている。1990年代以後にできた
郊外の大型店が広範囲から多くの客を集めている。

・どうして郊外のショッピング
センターが消費者の支持を

受けて増加してきたのだろ

うか。

・安い，店内が広くていろいろなものが売られている，広い無料駐
車場がある，などが理由ではないか。

・ショッピングセンターの商品

は安いか。どうして安くでき
るのか。

[21] ・ショッピングセンターは，チェーンストアであり，大量仕入れの

他，卸売を通さない直接仕入れ，自社企画の商品開発などにより，
安価な価格設定に取り組んでいる。
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・店のつくりにおいても魅力が
あるか。

・小売機能の他にもサービスや娯楽の機能を有しているショッピン
グセンターは，一つの建物のなかに商店街があるようでワンス

トップ・ショッピングが可能であるので買い物を楽しむという生

活スタイルにあっているし，家族それぞれの目的を同一の場所で
かなえられるので家族揃って買い物に出掛けるという家族志向の

強い生活スタイルにあっている。
・また，ショッピングセンターは夜遅い時間まで営業しているため，

便利である。

・中心地区の商店街にとってど

こが大きな競合相手となって
いるか。

・ショッピングセンターが郊外に出店しはじめる 1990年代以後，多
くの消費者は，家業型の零細な経営において消費者ニーズへの対
応が不足しがちな中心地区の商店街よりも，流通の合理化や生活

スタイルにあった店づくりを行っている郊外の大型店を選択する

ようになった。中央商店街と駅前商店街は中心地区の内部での競
合に留まらず，昭和町や中央市などといった郊外の大型店と競合

することになった。

２

|
(１)

○3

○中心地区での商業を不利にし

ているものは郊外の大型店だ

けか。

・ショッピングセンターなどの

大型店が中心地区での商業を
不利にしているのはどうして

か。

・郊外の大型店は多くの買い物客を郊外に引き寄せている。

・どういう力をもつものが郊外

にあると中心地区での商業が
不利になるだろうか。

・多くの人を引き寄せる力をもつもの。

・日常的に多くの人を呼び寄せ
られるものが甲府の郊外にあ

るか。

[１] ・ショッピングセンターやロードサイドショップの他，工業団地が
いくつかあるし，流通センターもある。大きな病院などもある。

・工業団地や流通センターが郊

外にあると中心地区での商業
が不利なのか。

・工業団地は生産の場であり，流通センターは流通 (卸売)の場で
あると同時に，それらは働く場でもある。働く場は中心地区だけ
でなく郊外にもできている。

・郊外にある働く場は工業団地
や流通センターだけか。

・ショッピングセンターや幹線道路沿いの大小のいろいろな店・事
業所も働く場といえるし，病院などもそうである。

・大きな病院は，働く場である
他，多くの人にとってはどの

ような場か。

・多くの人にとって，サービスを受ける場である。

・サービスを受ける場は郊外に

は病院の他にもあるか。

・甲府市では市役所や県庁などは中心地区に存在している。ただ，

山梨大学医学部附属病院（1980年に山梨医科大学として旧玉穂
村に新設，1983年に病院開院），市立甲府病院（1999年に市境
のバイパス付近に移転）の他，県立博物館（2005年に旧御坂町
に開館）などが郊外にある。

・中心地区の商業を不利にして

いる条件は，人を引き寄せる
力をもつものが郊外にあるこ

とだけか。郊外は出掛けるの
みのところか。

・郊外は住む場でもあるのではないか。郊外には多くの人を引き寄

せるものがあるだけでなく，多くの人が住んでいるのではないか。

・郊外の人口はどうなっている
か。

[22] ・甲府市近辺の昭和町，中央市，甲斐市，南アルプス市，笛吹市な
どでは人口の増加がつづいている。
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・他方，甲府市の人口はどうな
っているか。

[23]
[24]

・郊外の人口が増える一方，甲府市ではドーナツ化と呼ばれる人口
の空洞化が起きた。甲府市では 1995年から 2005年にかけて人口
が 7000人近く減少し，特に中央部では小学校が統廃合されるな
ど，少子高齢化がすすんで高齢化率は 30 %を越えている。甲府
の中心商店街では夜間無人化店舗率は上昇し 7割近くになってい
るほどである。

・中心地区と郊外の人口はそれ

ぞれ，どのような傾向にある
か。

・中心地区の人口は減り，郊外の人口は増えている。

・郊外は住む場としての役割を大きくしている。

・郊外のほうに買い物に出掛け
たり，郊外に住んでいる人が

買い物や仕事などで出掛けた
りするとき，移動はどうして

いるのだろうか。

・バスや電車を利用する人もいるが，バスや電車の便がよくない場
合には自動車を利用せざるをえないだろう。

・道路は整備されているか。 [１] ・中央–郊外間の道路や郊外–郊外間の道路がある程度整備されて
いる。

・甲府辺りでは，居住する場，

買い物をする場，働く場，

サービスを受ける場が集まっ
ていたかたちから，どのよう

に変わったか。

・居住の場，買い物をする場，働く場，サービスを受ける場が郊外

にも拡散し，移動のための道路も整備されており，拡散型の都市

構造になっている。
・郊外は多くの人の住む場になっており，また多くの人を引き寄せ

る場になっている。

・そのような都市の構造を図に

あらわしてみよう。

(略)

・拡散型の都市構造は中心地

区での商業を不利にしてい
るか。

・拡散型の都市構造においては，買い物をする場が郊外にも多く，

また甲府市の中心部が広域から人を集めるうえで以前ほどには優
位ではなくなり，中心部が集客力を弱めてきている一方，郊外の

自立性が高まってきており，中心商店街での経営難と魅力低下の
悪循環に拍車がかかっている。

２

|
(１)

○4

○どうして拡散型の都市構造が

うまれたのか。

・甲府郊外で人口が増えはじ

めたのは何年頃からか。例え
ば，昭和町や旧田富町の場合

はどうか。

[22] ・昭和町でも田富町でも，1970年代以後に急激に人口が増えた。そ
れらの人口は増えつづけている。

・その頃から郊外の人口が増え

たのはどうしてか。

[25]
[26]

[27]

・1950年代中頃以後，山梨県から東京へと人口が流出する一方，県
内の広域から中心都市甲府へ勤め口を求めて第二次・三次産業の
就業人口が集中し，甲府では都市化が著しくなった。

・1970年前後から 1990年代にかけて，郊外に多数の公営団地（例
えば，小瀬，和戸，玉川，田富，田富釜無，常永，山王，東花輪

など）が建設され，甲府郊外は宅地化した。

・どうして甲府に人口が集まっ

たのか。

・山梨において産業構造が高度化して被雇用者中心の経済へと移

った。

・被雇用者が中心の経済にな

り，どうして多くの人たちが
郊外でマイホームを取得した

のか。

・農業と違って土地に縛られない被雇用者が増えるとともに核家族

化がすすみ，マイホームを取得するときに中央部よりも地価が安
価で住環境が良い郊外で取得するケースも増えていった。

・どうして地方自治体は郊外の

宅地化をすすめたのか。

・地方自治体は甲府の人口増に対応し，中央部よりも地価が安価な

郊外を中心に多数の団地をつくり，都市域をひろげた。
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・住宅施設の拡散がすすんだの
は 1970年代からだが，ショッ
ピングセンターが郊外にでき

たのは何年頃からか。

[18] ・ショッピングセンターが甲府郊外に増えたのは 1990年代からで
ある。

・郊外の人口が増えたといって
も，それだけで大型店が中心

地区ではなく郊外につくられ

たのか。

・中心地区で大きな店をつくろうとすると土地代・借地代で莫大な
費用がかかるが，郊外では広大な敷地を用意しやすいからではな

いか・・・・・

・郊外でのほうが広大な土地を

購入・借地しやすいか。 [28]
[29]

・中心地区は最も地価が高い。一般的に郊外のほうが地価は安い。

・山梨県では農業従事者の高齢化が著しく，後継者不足により，郊
外には転用を期待する農地があり，また，2001年にジャスコが
徳行家具団地とその周辺の場所への進出を計画したことがあるよ
うに，郊外では産業構造の転換に伴って広大な土地を比較的安価

で購入・借地しやすい。

・どうして広大な土地が必要な

のか。

・品揃えを豊富にしたり，ワンストップショッピングを楽しめるよ

うにしたり，広い駐車場を用意したりするためには，広大な土地

が必要となる。

・ショッピングセンターは人々

のどのような消費生活を前提
にしたり促進したりしている

か。

・ショッピングセンターは，自動車で出掛け，一度に買い物をすま

せて大型冷蔵庫で保冷したり，商品や店を選んで購入したりする
という現在の消費生活スタイルと結びついている。

・冷蔵庫や自動車はどのように

普及してきたか。

[30] ・1960年前後から，白黒テレビ・冷蔵庫・洗濯機が三種の神器と呼
ばれ，大量生産体制と相俟って冷蔵庫が普及していった。近年で
は大型冷蔵庫も普及している。

・1970年前後から，カラーテレビ・クーラー・カーが３Ｃと呼ば
れ，大量生産体制と相俟って自動車が普及していった。

・現在，山梨県では自動車はど
の程度普及しているか。

[31] ・山梨県における自動車保有率は全国トップクラスである。移動の
交通手段における自動車の利用率はとても高い。

・それらの耐久消費財が普及し

てきたのはなぜか。特に，山

梨県でそれほどに自動車の
普及がすすんだのはどうし

てか。

・日本では，家電産業や自動車産業に代表される工業化により，被

雇用者が増加するとともに，画一化・価格低下によって大量生産

と大量消費が相俟ってすすんだ。
・山梨県のような地方は公共交通があまり便利でない。自動車が生

活必需品のようになっており，自動車の利用を半ば前提として施
設づくりなどもすすめられてきたために自動車の重要度はますま

す上がってきている。

・冷蔵庫・自動車などの耐久消

費財の普及や人々の消費生活

スタイルから，現在の社会を
どのように性格づけることが

できるか。

・大量生産・大量消費がすすみ，被雇用者が多数を占める一般の人々

の所得もマイカーに乗って家族で娯楽を兼ねて買い物に出掛けた

り，あるいは郊外にマイホームをもてたりするほどに上がった。
現在，さまざまなモノやサービスが広く一般の人々に普及し大量

に消費されており，そうしたなかで消費者の選択能力は高まって
きている。そのような社会は大衆消費社会と呼ばれる。大衆消費

社会は郊外人口の増加とも結びついている。

・また，自動車が普及するだけ

でなく自動車交通に依存して

いる山梨の社会はどのような
社会と呼ばれるか。

・単に自動車が広く普及するだけでなく，マイカーによる自動車交

通が公共交通サービスを凌駕し，自動車に依存することで地域経

済や社会生活が成り立っており，自動車社会 (車社会)と呼ばれ
る。自動車社会は郊外人口の増加とも結びついている。

・ショッピングセンターはどう

して郊外につくられるのか。

・大衆消費社会・自動車社会の進行に対応した店づくりによって多

くの人たちを集客するため，産業構造の転換もあって広大な土地

を比較的安価で購入・借地しやすく人口が増加傾向にある郊外に
つくられるようになっている。
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・1990年代に甲府の郊外に増
えたのはどうしてか。

[32] ・1990年代からの景気低迷のなか，すでに大都市圏でショッピン
グセンターをかなり出店していた大手スーパーは，チェーン全体

の売り上げをのばすうえで新たな市場を開拓する必要があったた

め，地方での出店をすすめた。

・より大きな利潤をうみだせる
郊外出店がすすめられてきた

が，どうして郊外に大型店を

つくることができたのか。規
制はなかったのか。

[33] ・我が国では各用途地域で立地可能な店の面積を定めてきた。そ
こでは大型店は「商業地域」に制限されるわけではない仕組みに

なっていた。
・1990年代に大店法が改正され，大型店の出店規制が大幅に緩和
された。

・最近まで大型店を中心地区に誘導しようという商業立地誘導はと

られてこなかった。

・1970年頃から郊外に工業団
地などがつくられるようにな

ったし，また次第に公益施設
が郊外にもつくられるように

なったが，それらの理由は何

であったか。

・産業の育成や工業の発展による地域振興を図るため，1970年頃
から高速道路などでの自動車交通の便がよい甲府郊外に工業団地

がつくられ，工場が誘致されたりした。
・地価の安い郊外の活用のため，また地域の生活改善や発展のため，

郊外にも公益施設がつくられた。
・郊外の開発は自動車の利用を前提としたものであり，道路などの

インフラ整備もすすめられてきた。

・今までの公営住宅の建設，工

業団地の建設，公益施設の整
備，道路の整備，商業立地政

策などといった地方自治体や
国の諸政策に一貫している基

本姿勢はどのようなものか。

・産業の発展による経済成長・人口増加を前提とし，市街地を開発

しつつ地価が安い郊外も開発して都市域を外延的に拡大していく
とともに地域内の均衡のとれた発展を図ることが方針となってい

たといえる。このような方針は基本的に多くの人たちから支持さ
れていたから採用されてきたのであろう。

・どうして都市構造が拡散型に

なったのか。

・産業化によって都市化がすすむにつれて，高度成長期以後の経済

成長・人口増加を前提にした拡大均衡志向の諸政策の下，大衆消

費社会・自動車社会の進行と結びついて郊外化がすすみ，拡散型
の都市構造がうまれた。

・中心地区の停滞・衰退の原

因はどのようにまとめられ

るか。

・産業化によって都市化がすすむにつれて，高度成長期以後の経済

成長・人口増加を前提にした拡大均衡志向の諸政策の下，大衆消

費社会・自動車社会の進行と結びついて郊外化がすすみ，拡散型
の都市構造がうまれた。拡散型の都市構造においては，郊外の自

立性が強まる一方で中心地区の求心力は弱まり，家業型の零細経

営をつづける中心商店街の個別店は，大衆消費社会・自動車社会
の生活スタイルに応えるショッピングセンターなどの郊外大型店

との競合のなかで，経営難と魅力低下の悪循環から抜けだすこと
が一層難しくなっている。

・産業が発展している他の先進
国でも同様の現象が起こって

いるだろうか。

[34] ・例えば，アメリカでは，都市地域の人口密度は 1920年には約 25
人/haであったが 1990年には約 10人/haになり，職場も郊外に
移り，ショッピングセンターの郊外立地もすすんだ。イギリスで

は，サッチャー政権の市場主義の下，1980年代後半から商業施
設の郊外立地が増えた。

２
|

(２)

◎郊外大型店の出店規制を強化
することは中心地区の停滞・

衰退への対応として有効か。

・新しいまちづくり三法は，ど

のようにして中心地区の再生

を図ろうとしているのか，再
確認しよう。

・新しいまちづくり三法は，中心地区の再生を狙い，都市計画法に

よって郊外の土地利用を規制して開発を抑制しつつ（ブレーキ），

中心市街地活性化法によって中心地区の振興を助け（アクセル），
大店立地法によって大型店には生活環境への配慮を求めようとし

ている。
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・他の地方自治体ではどのよう
な規制の強化が考えられてい

るのか，再確認しよう。

・他の地方自治体のなかには，都市計画法による規制に上乗せをす
るかたちにより，店舗面積 6000 m2以上の大型店の郊外での出店

を規制したり，「準工業地域」での大型店の出店に規制をかけよう

としたりしているものがある。福島県や青森市ではすでに条例が
施行されている。

・各自治体の規制強化はどのよ

うにして現状に対応しようと

するものか。

・都市計画法では 10000 m2を少しでも下まわれば出店が可能であ

るし，実際には「準工業地域」が中心から遠いところに位置する

場合もあるため，規制の強化によって郊外開発の抑制という方向
性を明確に意思表示したり，中心市街地活性化法による補助金を

得たりして中心地区の再生をすすめていこうと考えている。
・規制の強化は，無秩序に郊外の開発がすすまないように今までの

政策を軌道修正して一層強く歯止めをかけることにより，都市機

能が集約された集約型の都市構造への移行を後押ししようとする
ものである。

・集約型の都市構造を狙って上
手くいっている事例は報告さ

れているか。

[35] ・人口約 31万人の青森市では，郊外の開発を認めずに抑制すると
ともに，駅近くにアウガという大型の複合総合施設を建て，その

なかに市立図書館などの公益施設や生鮮市場をつくり，全国展開
するアパレルショップも集めた。アウガの利用客数は 1日当たり
で 15000人という。また，雪の多い冬に中心地区の歩行者空間
を確保するために融雪装置を整えた。2001年以降の 5年間で 10
棟以上のマンションが建設されて中心地区近辺の人口も増えてい

る。駅前通行量は 4割増加したとのことである。

・他の先進国で上手くいってい

るところはあるか。

[36] ・ドイツでは，1960年代以降に我が国の場合と類似した郊外化の
状況がうまれたが，詳細な都市計画をつくって無秩序な都市機能
の拡散や大型店の郊外立地を防ごうとしている。また，中心地区

に歩行者ゾーンを設けたり，中心地区周辺に駐車場を用意すると

ともに公共交通を整備してパーク・アンド・ライドのシステムを
導入したりしている。

・フランスでは 300 m2以上での出店を許可制にし（県の委員会で
審査），中小小売店の保護と都市構造の制御を図っている。

・甲府市では中心地区の求心力
を高める取り組みは行われて

いないか。

[37] ・甲府市では，甲府市シビックコア地区整備計画により，甲府駅北
口の広い空閑地の再開発が検討されている。

・甲府市では，中央部に共同住宅を建設する者に対して助成を行い
（まちなか共同住宅建設・改修費補助事業），近年ではマンション

が増えている。
・商店街でも，いろいろな取り組みをしている。

・中心地区の求心力を高める

ための甲府での取り組みは

十分なものか，他の都市での
例を参考にして振り返ってみ

よう。

[38] ・高齢者向けの商店街づくりを図っているところ，一店逸品運動を

展開しているところ，特色ある町並みづくりを行っているところ，

屋台で集客と店主養成を目指しているところ等々，いろいろな例
がある。

・中心地区への直接的な働きか

けでは足りないのか。

・旧まちづくり三法の下，中心市街地活性化法に従って活性化が目

指されたが，大きな効果はなかった。中心地区の振興だけでは限
界があるのではないか。

・拡散型の都市構造のなかで中心地区の停滞・衰退が生じているた
め，中心地区の振興を図るとともに郊外の開発に歯止めをかけな

ければ，再生は難しいのではないか。
・今まで以上に真剣な取り組みが行われるだろうし，空き店舗に大

型店が出店する際に規制を緩和できるようになったり，公益施設

やマンションの建設に国が補助金をだせるようになったりしたの
で，それらで十分ではないか。
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・都市計画法による規制は郊外
開発に歯止めをかけるうえで

不十分か。都市計画法の改正

に伴うスーパー業界の反応や
改正内容にかかわる甲府の現

状を踏まえて考えてみよう。

[18]
[39]

[40]

[41]

・新しい都市計画法の施行後は，「商業地域」・「近隣商業地域」・「準工
業地域」の他では 10000 m2以上の店舗の出店は止む。総合スー

パーチェーンのなかには小規模の店舗による中心部での出店を狙

うところもでてきている。
・都市計画法の規制を少し下まわる規模の店舗を出店しようと考え

ている総合スーパーチェーンもあるようである。都市計画法では
10000 m2を少しでも下まわれば出店できるので，郊外出店がつ

づく可能性はある。
・甲府市の場合，軽工業などの環境悪化の恐れの少ない工業の立地

誘導を狙う「準工業地域」として，家具団地や鋳物工業団地の地
区，甲府バイパス沿線，城東地区・湯田地区・飯田地区の一部が

指定されており，「準工業地域」において 10000 m2以上の店の出

店が可能なのであれば，甲府周辺部で大型店がつくられる可能性
が全くないとはいえないのではいか。

・都市計画法に上乗せして郊
外への出店の規制を強化すれ

ば，甲府の中心地区での新規
出店が増えたり，市街地が賑

わいを取り戻したりすること

につながるだろうか。意見を
述べあおう。

（例）
・仮に 6000 m2 以上の規模の出店を規制するとすれば，10000 m2

を少し下まわる規模での出店も禁止になるため，大型ショッピン
グセンターという業態での新規出店に歯止めをかけられる。また，

「準工業地域」を出店規制の対象地域にすれば，甲府市周辺に大

型ショッピングセンターができる可能性は減るだろう。それらの
独自規制は拡大均衡志向の都市政策を改めて郊外開発の抑制を強

め，また自動車社会の今以上の進行を食い止めようとするもので

あり，市街地での出店を促すうえでも効果があるのではないか。
・政策を改めて大型店の出店規制を強め，都市構造に影響を及ぼそ

うとしても，ショッピングセンターの新規出店は止むが今ある大
型店は存続する。大衆消費社会・自動車社会がつづくなか，甲府バ

イパスや昭和バイパスなどの幹線道路沿いのロードサイドショッ

プは逆に増えていくかもしれないし，郊外人口の増加がすぐに止
まるとも考えにくい。拡散型の都市構造が急に集約型に変わるわ

けではなく，大きな効果は見込めないのではないか。
・大衆消費社会・自動車社会の多くの消費者が現状の中心地区に買

い物に出掛けるようになるとは考えられない。中心地区はショッ
ピングセンターの経営にとっては地価が高いため，集客力のある

大規模な店の出店が大々的にすすむとは考えづらいし，魅力のあ

る店がなければ，住民は東京方面にショッピングに出掛けるよう
になり（ストロー効果），中心地区の再生にはなかなか結びつか

ないのではないか。規制の強化が効果をもつとしても，中心商店

街そのものの変革が前提条件ではないか。

郊外大型店の出店規制を強化して中心地区の再生を図ることはよいことか。

３
|

(１)

◎中心地区の再生は地域社会に
とって必要なことか。

・人口・商業施設・公益施設が

郊外へ拡散して中心地区が衰

えることは，地域社会にどの
ような影響をもたらすだろう

か。

[42] ・高齢者をはじめ自動車が使えない人は生活で不便になる，今より

もますます自動車が使われるようになる，周囲の田畑が減ってい

く，郊外の開発に伴って新たなインフラの整備が必要になる，地
域経済全体が活気を失う，など。

・それらは地域社会にとって問

題といえるだろうか。高齢者

にとって不便になっても皆が
困るわけではないのではない

か。

[43]
[44]

・甲府市の高齢化率は 20 %をこえており，5人に 1人は高齢者で
ある。甲府市の人口は減ってきているし，山梨県の人口も自然増

加数が初めて 2004年に減少に転じている。山梨は高齢化社会で
ある。高齢化がすすむなか，中心地区がますます寂れていくこと

は，多くの住民にとって暮らしにくい街がうみだされることを意
味する。
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・車の利用がますます増えた
り，郊外の田畑が減ったりす

ることは，駄目なのか。

[45] ・車の利用が増えれば，CO2 の排出が増える。公共交通の利用者
がますます減り，例えばバス路線網を維持できなくなり，自動車

社会が一層すすんで環境の悪化につながる。また，郊外の開発が

すすんで田畑が減っていけば，環境は悪化していく。

・郊外のインフラの整備をつづ
けていくことは，どうしてい

けないのか。それは望ましい

ことではないのか。

[46]

・拡散がさらにすすみ，既存市街地の道路・上下水道・学校・施設，
公園など，今までに多額をかけて整備したインフラを有効に活用

できない一方，都市域が拡がり郊外の新たなインフラ整備のため

に地方自治体の都市経営コストが増えれば，甲府市や山梨県の財
政が楽ではないなかで二重の意味で非効率であるとともに，人口

減少によって住民の税負担は増し，また公共サービスが低下して

地域生活にしわ寄せがくることになる。
・実際，山梨県では甲府市をはじめとして実質公債比率が 18 %を
こえる市町村が少なくない（実質公債比率は自治体の収入に対す
る借金返済額の割合で，これが 18～25%であれば地方債の発行
において国や都道府県の許可が必要となり，25 %以上であれば発
行が制限されることになっている）。

・中心地区が衰えるとどうして
地域経済全体が活気を失うこ

とになるのか。それは私たち

にどのように関係するか。

・例えば，甲府の丸の内の一帯には大きな会社や銀行の支店などが
多いが，中心地区が停滞・衰退すれば，そこに支店を置くメリッ

トが薄れるため，他に移ったりして閉鎖されていくことになるか

もしれない。また，駅前などの中心商店街が寂れていると，旅行
者の甲府や山梨に対するイメージは悪くなり，重要な産業である

観光業にひびく。それらによって住民の働き口が失われたり，景

気に波及したりしかねず，そうなれば人々の暮らしぶりは悪化す
る。また，地方自治体の税収減によって公共サービスの低下につ

ながりかねない。

・中心地区の停滞・衰退は問題

か。問題であるとすれば，そ
れは地域社会のどのような価

値に抵触する事態をうみだし

うるからか。

[47]
（例）

・暮らしにくい街がうまれ，自動車社会のますますの進行などに
よって環境が悪化し，人口が減るのに都市域が拡がって都市経営

が非効率になり，地域経済が打撃を受け，甲府を中心とする地域

社会全体が衰退していきかねず，そうなると 1人ひとりの生活の
質が低下していくことになる。

・「将来世代が自らのニーズをみたすのを妨げずに現代世代のニー
ズをみたす開発」（環境と発展に関する世界委員会，1987年）と
いう持続可能性からみると，中心地区の停滞・衰退は持続可能な
地域社会づくりにとってマイナスである。

・それは何より優先して取り組むべき問題といえるのだろうか。た
とえ中心地区の再生が必要であるとしても，郊外大型店の規制を

強化することに問題はないのだろうか。

３
|

(２)

○1

◎郊外大型店の出店規制を強化
することはよいことか。

○反対意見が理由にすることは
尊重しなくてもよいことか。

・特にどのような人たちが郊外

大型店の規制や規制強化に賛

成したり反対したりしている
と思うか。

・規制や規制強化によって郊外に大きな店をつくることができなく

なるので，大手チェーンは反対なのではないか。
・規制や規制強化によって競合相手である郊外大型店の新規出店が

難しくなるので，中心商店街の店主は賛成なのではないか。

・都市計画法の改正をめぐっ
て，それらの人たちの立場は

実際，どうであったか。

[48] ・都市計画法の改正をめぐり，甲府市内や山梨県内の商店街も加盟
している商店街組織の団体などは賛成であった。

・甲府の郊外にショッピングセンターを出店しているイトーヨーカ
ドーなども入っている日本チェーンストア協会，また経団連など

は反対であった。
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・大型店である百貨店の業界か
らは意見が表明されなかった

か。

・中心地区に出店している百貨店の業界は静観していた。

・誰と誰の対立といえるか。 ・直接的には中心商店街と郊外大型店の対立であり，出店場所が異

なる異種業態間の対立であった。甲府地域の場合，中央商店街・
駅前商店街と昭和町・旧田富町などにショッピングセンターを出

店している大手スーパーチェーンの対立といえる。

・これは損得をめぐる対立にす

ぎないのか。商店街組織の団

体の賛成の理由は何であった
か。

[49]
[50]

・都市の構造改革と地域の活性化にとって有益であるとする意見で

あった。
・規制規模を 10000 m2以上としたこと，規制地域から「準工業地

域」がはずれたことは不十分であるという意見もある。

・日本チェーンストア協会な
どの反対の理由は何であっ

たか。

[51]
[52]

[53]

・経済活動の自由を重視する立場から，市場における自由な競争を
妨げることは規制緩和が図られつつある時代に逆行しているとい

う意見であった。
・経済財政諮問会議でも民間委員 4人が構造改革に反するという意
見を述べた。

・各地方自治体のレベルでの規

制強化をめぐる対立も同じ構
図か。どのような対立か。

・大手チェーンの社長が福島県の条例に対して反対意見を述べてい

るように，同じ対立構図ととらえることができる。一方は持続可
能性を理由にしており，もう一方は経済活動の自由を理由にして

いる。

・反対意見は，中心地区の再生

を不要と考えているか。

・反対意見の立場も，中心地区を再生していくことは大事であると

述べている。ただし，そのために経済活動を過度に規制して自由
競争を妨げることは適切でないとしている。

・大手チェーンに限らず，企業
の経済活動の主要な目的は，

何だろうか。

・企業の主要な目的は利潤をあげることである。

・企業が利潤をあげるために自

由競争をすることは悪いこと
か。

・自由な経済競争により，私たちの身のまわりの数々のモノやサー

ビスが安価で良質のものになってきた。
・豊かな生活は自由な経済競争によって支えられており，経済活動

の自由は私たちの社会にとって基本的には重要なことであると考

えられるのではないか。

・持続可能な地域社会づくりの
ためであれば，郊外大型店の

出店を制約づけてもよいか。

意見を述べあおう。

（例）
・都市は皆のためのものであり，土地の利用が現在世代のみならず

将来世代にとっても不特定多数の居住者の生活の質にかかわって

くるのであるならば，制約すべきではないか（企業がやりたがる
が皆にとってマイナスになることであれば制約することはよいこ

とではないか）。
・本当に地域社会全体の利益のためになるのであれば，規制を強

化しても仕方ないのかもしれないが，効果が不確かな規制強化に

よって，社会的意義の大きい自由な経済活動を制約づけることは，
よくないのではないか。

・地域社会全体の利益のために制約をくわえるとしても，同時に商
店街によっても真剣な取り組みがなされることが条件になるので

はないか。
・たとえ企業活動に制約をくわえることは仕方ないとしても，郊外

大型店の規制の強化のように郊外開発を抑制することが別の問題
を引き起こすことはないのだろうか。
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３
|

(２)

○2

○郊外大型店の規制強化によっ
て地域社会に意図せざる結

果がもたらされることはない

か，それは問題ではないか。

・大型店の規制を強めたりして
郊外の開発を抑制することに

よって社会全体にどのような

メリットがあるといえるか。

・暮らしにくい街がうまれ，環境が悪化し，人口が減るのに都市域
が拡がって都市経営が非効率になり，地域経済が打撃を受け，地

域社会全体が衰退していくということにもなりかねない現状から

抜けだし，将来的に住民が生活の質を保ったり高めたりしていけ
るのであれば，それは世代間の公正につながり，地域社会全体に

とってのメリットとなる。

・その場合，より直接的なメリ

ットは，特にどこに住む人た
ちにとってのものか。

・特に甲府市の中央部やその近辺に住む人は，空洞化が食い止めら

れて中心地区が再生されていくことにより，より直接的なメリッ
トを受けることができる。

・ただし，もしも中央部やその近辺に次々と無秩序にマンションが

つくられていくと，景観は悪くなってしまう。

・大型店の規制を強めたりして
郊外の開発を抑制することに

より，もしもデメリットがあ

るとすれば，それは特にどこ
に住む人たちにとってだろう

か。

・甲府市の中央部の辺りに住む高齢者にとっては生活が便利になる
が，周辺や郊外に住む高齢者にとっては公共交通網が整備されな

い限りは生活が不便になっていかないか。
・インフラ整備の地域格差が今よりも大きくなるようだと，高齢者

でなくとも現に郊外に住んでいる人たちは生活しづらくなるので

はないか。
・郊外に住んでおり居住地に近い場所で働きたいという人は困るだ

ろう。

・周辺や郊外でも高齢化はすす

んでいるのか。

[43] ・甲府市の旧市域では，中央部は高齢化率は高いが，南部のほうが

高齢者の人数は多い。甲府市と合併した旧中道町や旧上九一色村
の高齢化率も高い。今は高齢者の数は比較的多くない郊外でも将

来的には高齢化する時期が来るだろう。

・近くにスーパーマーケットが

ないというような事態がうま
れると考えられるか。

・一般的なスーパーマーケットの店舗面積であれば規制対象になら

ないし，一定の人口の住民が住んでいるところでは日常の買い物
をするスーパーマーケットがなくなるという事態は考えづらいの

ではないか。

・ショッピングセンターはどれ

くらいの数の人たちを雇う
か。

[54] ・2000年に開店したイトーヨーカドー甲府昭和店は開店当時，約
300人のパートタイム従業員を雇い入れた。ショッピングセンター
の新規出店がなくなれば，郊外に住んでおり居住地に近い場所で

働きたいという人は困るだろう。

・周辺の市町村の地方自治体に

とっても，デメリットはある

か。

[55] ・かつて昭和町が大きなショッピングセンターの誘致に努力したよ

うに，周辺の市町村のなかには雇用や税収を増やすためにショッ

ピングセンターなどの大型店を誘致したいと考えるところがある
だろうが，それは難しくなるだろう。

・産業構造が転換するなかで工場の閉鎖などによって遊休地がうま
れたときに活用に困ることもあるだろう。

・郊外の開発にブレーキをか
けていくことは世代間の公正

にとってはプラスであるとし
ても，それによって損なわれ

てしまいかねないものもある

か。どのような対立が生じう
るか。

・住民のあいだでも直接的なメリットを受ける人とデメリットを受
ける人が空間的に分かれてしまうようなことになると，地域間の

公正が損なわれかねない。また，そうなれば，拡大均衡志向から
持続可能性志向への転換において，世代間の公正 (時間的な公正)
が大切か地域間の公正 (空間的な公正)が大切かという住民対立
が起こりかねないのではないか。
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・周辺市町村の住民が規制強化
に反対と考えた場合，それは

エゴといえるだろうか。地域

間の公正に配慮する必要はあ
るだろうか。意見を述べあお

う。

（例）
・規制を強化することが将来の地域社会全体の利益になるのであれ

ば，現在の世代が多少不自由な思いをしても仕方ないのではない

か。中心市街地活性化法に基づき補助金を獲得するうえで規制強
化は仕方ないのではないか。また，これからは人口の減少を前提

にして都市計画をつくっていく必要があるのではないか。
・交通網をつくりなおしたりせず，規制を強めて郊外の開発を抑え

るだけだと，地域の格差や対立をうみだしてしまいかねず，よく
ないのではないか。

・農業振興や農村振興をすすめなければ，切り捨てになってしまう
のではないか（規制強化の如何にかかわらず，農地の転用に期待

しなくてもよくなるように振興を図る必要があるのではないか）。
・世代間の公正も地域間の公正も大事であり，甲府市が今回の市町

村合併によって南北にとても長い市になるなどといった各地の合

併の結果を踏まえ，都市機能の無秩序な拡散を抑えつつ，各地住
民の生活の質を支えるために，単純な一極集中にならないように

していけばよいのではないか。
・各地の居住者が納得できる合意形成のプロセスを経て広域的・長

期的な都市計画に則っていくことが大切ではないか。

山梨において郊外大型店の出店規制を強化したほうがよいだろうか。

４ ◎規制の強化について賛成か

反対か。賛成できるとすれ
ば，どのような規制か，また，

賛成できるための条件はあ

るか。

・規制強化の是非、形態や条
件について、どのように考え

るか。これまでの追究を踏ま

え，自分の考えをまとめてみ
よう。

（略）

・各自の考えを発表しあおう。
相互に対立している部分や納

得しあえる部分をさがしてみ
よう。

（略）
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